
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)

効果額未算定

検討中

19 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
つくば市水道事業では、技術者不
足や技術継承などの課題に対し
て、平成17年から民間事業者への
個別委託を開始し、年々その業務
範囲を拡充することで、諸所の課題
解決を図っている。予防保全の推
進や、民間活用による浄配水場施
設の運転技術の継承、持続的な水
道供給安定化を図るため、つくば市
水道事業では、浄水場及び配水場
における水道施設運転操作及び保
守点検監視等について、水道法第
24条の3に基づく第三者委託を委託
している。

運転保守業務（浄配水場施設の
運転制御、監視記録等）、定期点
検業務（日常点検に加え、専門業
者による定期点検等）、環境整備
業務（配水池清掃、植栽維持管
理、保安管理等）、水質管理業務
（苦情対応等も含む）、その他（電
話対応、更新修繕工事に係る立
会・運転操作、設備台帳システム
の整備管理等）

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中 ●

茨城県水道ビジョンにおいて、１県
１水道の方針が示され、当面10年
間の目標である経営の一体化に向
けて茨城県を中心として、検討会が
行われてきました。

検討の結果、今回経営の一体化には参加しないこととしましたが、長期
的に見ると本市も人口減少局面となり、単独経営を維持することが困難
となる可能性もあるため、共同発注等の管理の一体化については引き
続き検討を行っていきます。

年 月 日

百万円(年)

施設管理の
共同化

管理の一体化

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

取組事項 （水道事業）広域化等

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

つくば市 水道事業  

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

つくば市 下水道事業 公共下水道

団体名 業種名 事業名

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

●

2 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
施設の運転・保守管理、ユーティリ
ティ調達管理（電気料等支払）、修
繕等業務を包括的に委託したこと
により、突発的な設備の故障時な
ど、受託者の裁量による迅速な対
応が可能になった。
きっかけは、従来、職員が行ってい
た修繕等の発注・契約及び光熱水
費支払などに係る業務の軽減を図
るためである。

ポンプ場等の運転・保守管
理、修繕等

令和

百万円(年)

効果額未算定

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

つくば市 下水道事業 特定環境保全公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

2 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
施設の運転・保守管理、ユーティリ
ティ調達管理（電気料等支払）、修
繕等業務を包括的に委託したこと
により、突発的な設備の故障時な
ど、受託者の裁量による迅速な対
応が可能になった。
きっかけは、従来、職員が行ってい
た修繕等の発注・契約及び光熱水
費支払などに係る業務の軽減を図
るためである。

ポンプ場等の運転・保守管
理、修繕等

令和

百万円(年)

効果額未算定

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


